
Ⅰ．はじめに

　団地化や施業の集約化には以下のような利点があるとされてい
る。団地共同森林施業計画（以下，団共計画）の利点として，①
搬出施設等の設置，②林道開設や造林等の国の事業の効率的導入，
③労働力供給計画による労働力の安定的確保，就業の計画化，雇
用の拡大効果，④木材流通への有利な対応，⑤森林組合の一括施
業受託による森林組合組織の強化，などを挙げている（20）。こ
のほか，素材生産の近年の趨勢である高性能林業機械の導入にも
有利であり，総体的な効果として生産性の向上や施業コストの引
き下げが期待できる。また，⑤については，森林組合のみならず
団地化・施業集約化主体の事業量確保につながり事業・経営基盤
の強化が期待できる。さらに，④についてはロットをまとめる効
果が得られることから適正な流通単位の形成により大規模化する
近年の木材流通への対応も可能である。つまり，団共に限らず団
地化やそこでの施業集約化は，森林所有者への還元，事業体経営
の安定，川下需要への対応という「一石三鳥」の効果も期待しう
る。
　団地化や施業集約化については以下のような既存の研究がある。
岩手県陸前高田市等における団共計画の分析（1，2），群馬県下
仁田町森林組合の団地化による集団間伐の実態（3，4，5，17）
及び森林整備地域活動支援交付金を梃子とした施業集団化の試み
（26，27），同県吾妻東部森林組合の取り組み（22），鹿児島県の
「ミゾコ運動」による除・間伐推進（8，9，19，21），愛媛県（中
予山岳）の事例を中心とした森林施業共同化の検討（10，11，12，
13，14），高知県幡多地域の団地化・施業集約化（23，24，25），
岐阜県加子母村，高知県香美郡，京都府日吉町の団地化・施業集
約化（6，7，18）などである。これらの先行研究により，森林組

合や行政など関連主体が団地化・施業集約化に当たって果たす機
能，団地設定や施業の合意を得るための手法，団地化・施業集約
化の契機等は一定程度明らかにされている。しかし，個別事例の
分析であり，ある一定地域を措定した場合，どれくらいの事業体
で，どの程度取り組まれているのか，団地上での施業が団地化・
施業集約化の目標である計画的かつ効率的な施業として実施され
ているのかどうかについての検討は十分とはいえない。そこで，
本研究では，まず，団地化・施業集団化施策の流れを押さえた上
で，団地を類型的に把握する。次に熊本県下一円の１７森林組合に
ついて，①団地化・施業集約化への取り組みがどれくらい行われ
ているのか，②集約的な施業実行まで至っているのか，もしそう
でないとすれば，③どこに，どのような問題があるのかについて，
聞き取り調査を中心に関連資料の分析と併せて明らかする。

Ⅱ．団地化，施業集約化の推進と団地の類型

　これまでの団地化，施業集約化を推進する施策としては，林業
構造改善事業（以下，林構）によるもの，森林計画制度に基づく
もの（森林施業計画），団地化を事業要件とする補助事業等によ
るものなどがある。まず，一次林構（１９６４〜１９７４）では，事業区
分「経営基盤の充実」の事業種目「林地の集団化」に９，０９７千円，
事業区分「その他」の事業種目「協業の推進」に３６５，７４８千円の
事業費が計上されている。「協業の推進」の内容は協業体の経営
活動に必要な器具の調達や調査に対する助成措置である。しかし，
全事業費中に占める割合は各々０．０％，０．５％と微々たるもので
あった（16）。流通対策が加わった二次林構（１９７２〜１９７９）では
協業対策の強化が謳われており，事業区分「経営基盤の充実事
業」に「林地保有合理化事業」の他に事業種目「高度集約団地協
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業経営促進事業」が新設され，事業区分「協業の推進事業」も新
設された。「協業の推進事業」は「協業促進事業」と「協業体制
整備強化事業」に分かれ，前者には「協業事業計画樹立促進事
業」，「協業生産基盤の整備事業」，「作業道整備事業」が，後者に
は「協業活動拠点施設の設置」と「労務班員福利厚生林整備事
業」が包含されている。
　事業の狙いは，「高度集約団地協業経営促進事業」は，「生産性
の飛躍的向上を図る体系」としての高密路網と自走式機械による
技術体系実現のため大規模な団地化が必要であり，所有者を協業
経営にまとめる必要があるというものである（16）。また，「協
業の推進事業」は，属人的分散的な協業方式では作業規模が小さ
く生産性の面で限界があるため作業規模の拡大による生産性の向
上実現のために作業箇所をまとめた団地協業を推進することとさ
れている（16）。事業費の占める割合は，「高度集約団地協業経
営促進事業」が２７％，「協業推進事業」全体で４５％と，総事業費
が一次林構の約３倍になったことと併せ一次林構に比べ協業対策
が強化されている。
　他方，森林計画制度では，１９７４年に団共計画が創設されている。
これは，零細規模層では，零細性ゆえに経営の内実を施業の計画
性により整える現実的必要性が乏しく，認定計画のメリットも伐
採，造林の間断性，小規模性のために小さいため，属人施業計画
の零細規模層への浸透が難しかったことの穴埋めとして創設され
たとされる（15）。団共計画は，団地の計画的，合理的な森林施
業の確保により団地内の協業を推進しようとするものであり，保
続経営の確立のために要改良森林と保続対象森林を合わせ３０ha
以上の森林を対象としている。この考え方は，２００１年の森林法一
部改正に基づく２００２年からの新たな森林施業計画に引き継がれ，
現在では，森林所有者や５年以上の長期間，森林の施業や経営の
委託契約を結び森林所有者に代わって経営を行う者が，３０ha以
上の団地的なまとまりをもつ森林について，自発的に４０年以上の
長期の方針を定め，５カ年間に実施する伐採や間伐，造林，保育
など森林施業に関する計画を樹立することとなっている。
　この新たな森林施業計画の導入に前後して，団地化を要件とす
る国補事業が相次いで導入されている。まず，２０００年度に「緊急
間伐総合対策」（〜０４年度）が，２００１年度から「長期育成循環施
業」（継続中），２００２年度からは「森林整備地域活動支援交付金」
（第一期；〜０６年度，第二期；２００７〜１１年度，以下「支援交付
金」）が導入されている。これらはいずれも３０ha以上の団地を形
成することが事業要件となっている（「長期育成循環施業」は
２００４年度から事業要件が緩和され２ha以上となる）。さらに，
２００７年度からの「新生産システム」（〜１１年度）事業の流れの中
で「施業集約化・供給情報集積事業」，「森林整備担い手モデル事
業」が導入されている。前者は，①森林所有者の合意形成による
施業の集約化と原木供給可能量情報の取りまとめ，②提案型集約
化施業の普及・定着化のための人材の育成，③木材安定供給協議
会における原木供給可能量情報の集積・提供等，④その他の取組
み（不在村所有者への施業の働きかけ）を柱とする事業であり
（「施業集約化・供給情報集積事業―取組みの手引き―平成１９年１
月林野庁HP」），後者は，森林組合や林業事業体が行う集約化構
想実現のための協議会開催，森林現況調査，境界調査，経営計画
策定，森林所有者との合意形成に必要な会議等に必要な経費の一

部を補助するとともに，集約化した森林での効率的な林業生産活
動に必要な高性能林業機械の導入，作業路網の整備等に対して助
成するというものである（「新生産システムモデル地域の募集に
ついて」林野庁HP）。また，事業としては，これら国の事業の
他にも県あるいは市町村単独の団地化に関わる事業がある。
　また，団地化の類型としては，このほかに森林組合等が補助事
業等に頼らず単独で団地を設定し施業の集約化を図る場合，ある
いは，施業実行時の「声掛け」による隣接所有者の林地の取り込
みなどが考えられよう。

Ⅲ．調査結果

１．取り組み実績
　前項での検討に基づき，団地の類型を森林施業計画に基づくも
の，国補事業系の事業に基づくもの，県単ないしは市町村単独事
業に基づくもの，森林組合の独自設定によるもの，施業実行時の
「声掛け」によるものに分けて取り組み実績を示したのが表－１
である。
　まず，団共計画及び現行の森林施業計画に基づく団地はすべて
の森林組合で形成している。森林施業計画のカバー率は現時点で
は把握できなかったが，多くの組合では団共計画時に比べて現行
計画ではカバー率が低下したとしている。国補事業系の団地は７
組合，３分の１以上の組合で設定しており，２つ以上の事業を導
入している組合もみられる。県・市町村単独事業は１組合であっ
たが，補助事業によらず独自に団地を設定した組合も４組合ある。
また，「声掛け」による集約化への努力はほとんどの組合で行っ
ている。林産事業の実績のある組合を中心に一定の実績をもって
いる。
　各団地相互の関係であるが，団共計画と現行森林施業計画によ
る団地については，団共団地をベースに現行森林施業計画の団地
を設定する場合が多く，団共団地をいくつか組み合わせて現行の
団地として設定している。また，緊急間伐，長期育成循環施業，
あるいは支援交付金等の事業では，森林施業計画の樹立と市町村
との協定締結が事業要件に加わっているため，事業導入に際して
必ず森林施業計画が樹立される。「施業集約化・供給情報集積事
業」や「森林整備担い手モデル事業」でも，事業内容から森林施
業計画の樹立が必要なものとなっている。これら国補事業系団地
設定は，既設の施業計画団地に重ねて設定する場合，新たに団地
界を切り団地内の生産計画と既設の森林施業計画の内容を調整す
る場合，団地と施業計画を新設する場合などがある。新たに団地
界を切る場合は，対象林齢とその面積など，それぞれの事業要件
に見合うように設定される。県や市町村単独事業の場合は，国補
事業よりも団地を小規模（３０ha以下）に設定してもよいとする
場合が多い。
２．取組の手順
　前述のように，団地化や施業集約化の手順についてはかなり明
らかにされており，本調査でも各森林組合は基本的にこれまで明
らかにされたような手順を採っている。これは団地類型によって
ほとんど差異はない。図－１はそれを簡略に示したものである。
　団地形成・施業計画立案段階でもっとも手間がかかるのは森林
所有者の合意取得と施業候補地の把握である。戸別訪問や電話，
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郵便による個別所有者へのアプローチはもちろん，座談会にして
も１回で森林所有者の合意を取得することは難しいし，森林所有
者が自らの森林の現状を十分に把握していない場合が多いことか
ら施業候補地に関する情報を得られない場合も少なくない。また，
現行森林施業計画等に基づき長期施業受委託契約を結んでいる場
合でも，実際の施業実行の際には改めて森林所有者の合意と施業
受委託契約の締結を必要とする。このため，団地の形成から施業
の実行までには多くの手順と手間を要するものとなっている。

３．組織体制と担当者
　次に，森林組合内部で団地形成（団地界の設定，合意の取得
等），森林施業計画樹立，事業計画（実際の施業の実行計画）策
定と実行（施業実行の合意取得）等の団地化・施業集約に関わる
業務がどのように担われているのか，という点である。
　まず，熊本県下の１７森林組合では，団地形成・森林施業計画樹
立の関連業務は，主に森林整備，造林，林道等の名称を冠する課
あるいは係が担当し，事業計画の策定や事業の実行については，
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表－１．熊本県下１７森林組合における団地化・施業集約化の取り組み実績
（林産事業量；m３，団地数；団地，交付金収益；千円）

声掛け独自
設定

県・　
市町村
単独　

森林整備
担い手
モデル

施業集約
化・供給
情報集積

長期育成
循環施業

緊急
伐採

森林施業計画団共
計画

林産
事業量 交付金収入長期施業受委託

？－－－－７４４，４１３１５１○１１，１５８緑川
？？－－－－－３，６００３○８２８玉名
○－１４－－１○２，２２１１９大字単位全て１４，１４３鹿本
○６－－１－？８６０１３一円４，９４３菊池
○－－１－６３８２，２６５８４○５８，６１３阿蘇
○－－１－１９○４，０２３３○２５，５６４小国町
？１－－－－－４，０３９８０前後○１，５３６八代
○１－－－－○１，２２２４２○１，４８６水俣芦北
？－－－－－－１，３５４２○９，２８１人吉市
？－－－－－－５，８２４○○９，３９５中球磨
○－－－－－－９，４６６１７３０〜４０５，６７８多良木町
○－－－－－－１，９３０４○２９，６２６上球磨
○－－－－－－１，０７８４７２，５９８相良村
○－－１－－－２，３２０３３前後○８，５４１五木村
？－－－－－－２，３２０１４一円２，７５３山江村
○－－－－予定○（村）２，５０２３７０１４，３５９球磨村
○５－－－－－８，９４４○○４，２９３天草地域
１１４１３１５６１７１７１７１７組合数

出所）聞き取り調査，熊本県森連資料，及び「平成１７事業年度熊本県森林組合の統計」により作成。
注１）マル印は取り組み実績があることを示す。「交付金」は「森林整備地域活動支援交付金」。
注２）施業計画はH１８年度計画値も含む，交付金収入は森林組合が交付対象者となったものでH１８年度実績。
　　　また，森林施業計画，交付金共に森林組合取り扱い分のみ。

図－１．　団地形成・施業計画立案と施業実行の流れ

＜団地形成・施業計画樹立＞
森林簿、オルソフォト等をもとにした候補地の選定・団地界の設定

↓
座談会、戸別訪問、電話、郵便等による説明と合意取得＋施業候補地の把握

（長期施業受委託契約の締結）
↓
集計

（施業計画への反映）
↓

＜施業実行＞
作業班、林産担当者の意見や森林所有者の意向による候補地決定

↓
現場確認・調査、見積もり

↓
森林所有者との交渉（場合によっては見積もりの提示）

施業受委託契約等の締結
↓

労務の状況等を勘案し施業実行へ



主に林産，販売，林産・販売，業務，事業等の課あるいは係が担
当する。人員の多寡によっては，両者が事業あるいは業務課
（部）の中に配置される場合もある。
　人員配置としては，団地形成・森林施業計画樹立関連業務の場
合，森林整備系のひとつの係等に２〜３名まとまって配置される
場合，複数の係に各々１，２名程度配置され協力して業務を遂行
する場合とがある。これは事業計画・実行系も同様である。１組
合当たりでは，団地形成・森林施業計画樹立関連には１〜３名の
配置が多く，事業計画・実行系では１〜５ないし６名程度の場合
が多い。また，各員共に団地形成や森林施業計画，あるいは事業
計画やその実行に必要な業務のひとつに専従的に従事しているわ
けではなく，他の組合業務も含めていくつかの業務を兼務してい
る。つまり，業務量に比べて人員が少なく専従者もいない。
４．集約的な事業実施
　団地上で施業が実行されたからといって，それが無条件に集約
的な施業であるとはいえない。「施業等の一体的かつ効率的な実
行」（森林法第１１条第１項及び森林法施行令第３条）がなされて
いるか否かが問題となる。「基盤整備団地」（10）という考え方
はあるが，最終的には集約的な施業実行が目標である。具体的に
は，生産性の向上，施業コストの引き下げ等につながっているか
どうかである。本調査では，生産性や施業コストに関する具体的
なデータは得られていないが，団地上の施業について，十分，団
地化の効果があったと認識している組合は１７森林組合中，ひとつ
も存在しなかった。

Ⅳ．考　察

　以上，団地化やそこでの施業の集約化について，熊本県下の森
林組合では林産事業の実績のある組合を中心に一定の実績をもっ
ていた。しかし，実際に行われた施業が十分に効率的であると認
識している組合はひとつもなかった。本項では，その理由につい
て考察したい。
　まず，森林施業計画策定時の問題点である。すでに述べたよう
に，団地化・施業集約化に際して森林施業計画が樹立される場合
が多い。この計画樹立の際に，施業実行可能な箇所付けを想定し
ない，認定を得るための計画として策定される場合が少なくない
ことである。また，森林所有者から団地形成や森林施業計画樹立
の合意を得る際には施業希望地の把握も行われるが，森林所有者
の無関心あるいは無計画性により施業希望地を具体的にあげる森
林所有者が少ないため，森林簿からの抽出のみに頼り計画を樹立
せざるを得ないという点もある。これらの点は，すでに，「計画
を貫くべき森林所有者の主体性に一部かけるところがあ」り，森
林所有者の多くが「助成措置の受け皿」としてしか認識していな
いとの指摘があるが（1），本調査においても，依然としてこの
ような形で森林施業計画の樹立を行っている森林組合が多くみら
れた。さらに，林齢等が実際と異なる，森林所有者あるいは現住
所が特定されていないなどの森林とその所有者に関する情報その
ものの不備も施業実行を念頭においた現実的な計画樹立にマイナ
スに働いていると思われる。
　次に，事業計画策定及び事業実行時の問題である。これに関し
ては，本調査では，事業計画の策定時に施業計画と切り離して考

える，あるいは単発の事業単位で事業地の箇所付けが行われる組
合がほとんどであった。事業計画策定の際に，森林施業計画を参
照し樹立時に抽出された林分の施業を森林所有者に働きかける組
合もあったが，それらの組合でも林産担当者が現場を見て施業実
行可能と判断した林分や森林所有者から施業の申し込みがあった
林分を中心に事業を実行していた。このような場合，施業実行の
同意が得られた箇所から着手することになる。要するに，森林施
業計画と事業実行計画には乖離がみられるわけである。森林施業
計画が後日の効率的施業実行を念頭において立てられていたとし
ても，事業の実行形態がこのようなものであれば，効率的な施業
実行はおぼつかないものとなろう。また，施業実施時に森林所有
者に追加的に事業を頼まれる，森林所有者単位で施業を実行する
ため分散的な所有形態により事業地が離れるなどの理由も，単発
的，散発的な事業実行となる傾向を助長していると考えられる。
さらに，公有林事業等の確定が９月までずれ込むことも計画的な
事業実行の妨げとなっていると思われる。

Ⅴ．むすび

　最後に，団地化や集約的な事業実施に向けた課題を整理し，本
稿のむすびとしたい。
　まず，人員や取り組み体制の充実である。担当者の増員や担当
業務の整理ばかりではなく，団地化と集約的な施業実施に向けた
組織の改変等も場合によっては考慮に入れる必要があろう。また，
団地形成担当者（含施業計画）と施業実行担当者（含事業計画）
との情報の共有や連携を図っていくことも重要であろう。実際に
森林施業計画や事業計画を策定する際に，効率的見地からの施業
地の選定や箇所付けとその事業計画化を行う必要があるからであ
る。さらには，森林所有者の関心の掘り起こしや，森林所有者へ
の提案力の向上も課題であろう。
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